２００１年をボランティア国際年に決定した背景
１. ボランティア活動は、実質的にあらゆる文明や社会の一部分を形成してきました。非営利、無報酬、非職業活動として隣人や地域社会、または社会全般の福祉のために個人が行う貢献と広く定義すれば、ボランティア活動は伝統的習慣である相互扶助から、危機に対応する地域社会、また救援や紛争解決、貧困撲滅のために先頭に立って貢献することまで、多様な形をとります。この概念には、国境を越えて活動する二国間や多国間のプログラムだけではなく、地域や国内でのボランティア活動も含まれます。ボランティアは、先進国および発展途上国の福祉と発展のために、そして人道支援や技術協力、人権擁護、民主化、平和に関する国家や国連のプログラムにおいて、質量ともに重要な役割を果たすようになってきています。ボランティア活動はまた、非政府組織（ＮＧＯ）や職業団体、労働組合など、ボランティアの力に大きく依存している組織活動の基礎にもなっています。 

２．環境破壊や薬物濫用、ＨＩＶ／エイズなどのグローバルな問題が、社会のより弱い部門に与える悪影響について考えると、また国際社会がこのような問題の解決に取り組む際に、発展途上国一般に、中でも貧困の撲滅に特別に焦点を当てるとすれば、さらには政府と民間部門の提携によって、市民社会が開発の過程においてより大きな責任を担うのが現代の傾向とすれば、今日ボランティア活動の必要性はかつてなく高まっています。世界社会開発会議でも、新しい担い手、特に市民社会における個人や組織が国際的、国家的、地域的なレベルで主導権を持つことがいかに重要であるかが強調されました。コペンハーゲン宣言と行動計画は、人々が社会・経済プログラムに参加するための方法や能力を強化することを求めています。しかし一方で、ボランティアの貢献がいかに大きくても、その職務が市場での賃金支払いを伴わず、しばしば自発的、非公式で組織化されていないために、その多くが正当に評価されないことも少なくありません。 

３．このように不可欠となっているボランティアによる活動への環境を整え、その実績を認めるために、世界が２１世紀に突入する年をボランティア国際年と宣言しようという考えは、いくつかの主要な国際ＮＧＯ、たとえば世界100カ国以上に支部を持つ国際ボランティア活動協会（ＩＡＶＥ）や、２万のボランティア組織を代表する欧州ボランティアセンター（ＥＶＣ）、会員数が世界中で2,500万人に上るＹＷＣＡが討議を重ねた末に誕生しました。国連システムにおいてこの概念が最初に登場したのは、国連ボランティア計画（ＵＮＶ）と国連大学（ＵＮＵ）によって1996年に日本で開催された政策フォーラムの席です。ＵＮＶは上部組織である国連開発計画（ＵＮＤＰ）が1996年５月に行った執行理事会の年次会議においてボランティア国際年を提議し、ＵＮＤＰはボランティア精神促進の契機となるかどうかを検討するために、この提案を議事録に記載しました。それを受けてＵＮＤＰ総裁は、国連経済社会理事会（ＥＣＯＳＯＣ）の加盟国である54カ国の国連代表部に、ボランティア国際年への賛同の意思を文書で打診しました。そして1997年２月の日本政府による提案は、事務総長を経由し、1997年７月にＥＣＯＳＯＣの議題となるとの合意に達しました。ＥＣＯＳＯＣは1997年７月22日の1977／44決議において、国連総会に2001年をボランティア国際年と宣言する決議を採択することを提案しました。1997年11月20日、第52回国連総会は123カ国の賛同を受け、52／17決議においてＥＣＯＳＯＣ決議が要求している行動に着手することを決定しました。 

４．2001年ボランティア国際年のアイディアが初めて討議されて以来、ボランティア国際年は発展途上国や先進国の政府だけでなく、市場経済システムへの移行段階にある政府から、またボランティア派遣組織やＮＧＯ、個人や国連システム内部から、幅広く大きな支持を得ています。支持を表明している国連機関は、国連人間居住センター（Habitat）、国連砂漠化防止条約事務局、国連欧州経済委員会、国連アジア太平洋経済社会委員会、国連教育科学文化機関、国連児童基金、国連開発計画、国連国際薬物統制計画、国連難民高等弁務官事務所、国連プロジェクトサービス機関、国連社会開発調査研究所、国際農業開発基金、国際労働機関、世界食糧計画です。 

５．2001年ボランティア国際年の前提となっているのは、社会、経済、文化、人道、平和構築の分野における優先課題に取り組むために、ボランティア活動がかつてなく必要とされていること、ボランティアとしてサービスを提供する、より多くの人々が必要とされているという点です。これを実現するためには、最大の効果を生むためにネットワーク化されたボランティアたちによる、過去の最もすぐれた活動、いわば「最良の実践」に依拠しながら、ボランティア活動に関する認識を高め、その環境をさらに整備し促進することが必要です。また国連総会がボランティア国際年を設けることによって、ボランティア活動の拡大と一層の戦略的利用に向けた、価値ある枠組みと望ましい環境が提供されることが強く望まれます。そのためには１年という期間を必要とし、それよりも短期間ではないことも重要です。これは国家や地域によってボランティア活動が非常に多様な形態を取るという点を考慮し、これを尊重するためであり、アイディアが成熟し共通の認識が形成されるために時間を与え、ボランティア年が政府や国連を越えて社会のあらゆる部門に影響を与えることができるようにするためです。 

６．2001年ボランティア国際年はボランティアの最も重要な特徴の一つを反映しなければなりません。すなわちグローバルはローカルから始まるということ、つまり経済や社会の発展は上から下に向かって生じるよりも、むしろ地域や草の根から上に向かって生じるという信念です。ボランティア国際年が焦点を当てるのは、地域社会や市民グループ、村、大都市の住民であって、ボランティア精神についての世界サミットではありません。ボランティア国際年を支えるのは、権限が大きく分散されることによって様々な担い手が取り組む活動です。それは社会や国家、および世界の人々に、自分たちがより良く生きる上で、ボランティア活動がどれほど妥当性と重要性と価値を持ち、可能性を秘めているかということを知ってもらうためです。考えが広く共有されるために、最新の情報技術が使用されるでしょう。団体や代表機関は地域レベルの会員と接触することが求められ、会員は国際年に向けて活動を提案したりそれを実行することが求められるでしょう。このような見解は、地域に根差したグループやボランティア機関の支持を得て、土着の知識体系や対処機制の活用につながると思われるだけでなく、ボランティア国際年それ自体はわずかに最低限の追加予算しか必要としないことを物語っています。国連機関は、それぞれの定例会議をボランティア国際年に関する議論の場とし、専門分野について話し合いをすることを提案しています。資金拠出国は国際年の準備として、人的資源を含む、信託基金資源から確保できる金額について検討することを申し出ています。発展途上国は、資源は国内で調達することができるとの見方を表明しています。 

ボランティア国際年の目的 

７．第１の目的はボランティアに対する認識を高めることです。中央政府と地方自治体は、ボランティア部門を政策協議の過程に組み入れるような機構を備えることを保証できるでしょう。白書はボランティア部門による国家の福祉と発展への貢献について、これを記述し定量化することになるでしょう。また個人や小人数のグループ、地域社会、国内ＮＧＯ、そして国際的なボランティア活動による最もすぐれた実践例には賞が与えられることになるでしょう。 

８．第２の目的はボランティア環境の整備です。それぞれの社会は、その社会の人々のボランティア活動を促進したり妨げたりするものは何かを最もよく見極めることができるため、以下に記述する施策は一例に過ぎず、異なる状況に応じて様々な形をとることが考えられます。国家はボランティア部門における技術水準を高め、健全な経営や情報開示責任を促すために、訓練施設をボランティアに無料で提供すること、十分に実績を認められている組織のボランティアには、他の労働者と同等の法的地位や保険、社会保障を提供すること、公務員や民間部門の従業員にはボランティア活動のための特別休暇を認めること、税金控除はボランティア活動を支援する納税者にも適用されること、ボランティア活動は適切な条件の下では兵役の代替となること、一定の資源（セメント、瓦、教科書、医薬品、資金など）を特別にボランティア団体向けに割り当てること、などです。国連システムは、環境破壊やＨＩＶ／エイズ、文化遺産の保護とその広報等といった課題に取り組むために、国家によるボランティア派遣組織の設立に対する支援を含め、市民社会側のボランティア活動を最も効果的に促進する方法についても検討するでしょう。 

９．第３の目的はネットワーク化です。テレビやラジオ、印刷物、電子メディアはボランティアの業績を結びつけ、その情報を交換する手助けをすることができます。それによって「最良の実践」と最良の経過を広めることが可能になり、それぞれの地域社会がそれぞれに同じことを発見したり、再び一からやり直す必要はなくなるでしょう。この情報交換は地域の中でもちろん可能ですが、電子メディアの力を借りれば、地方レベルや近隣諸国どうし、地球規模でも実現が可能です。 

１０．第４の目的はボランティア活動の促進です。ボランティアへの需要をさらに拡大し、進行中の活動の質を高めるために新たなボランティア候補者の参加を募り、ボランティア活動に対する官民双方の見方がもっと協力的となるような気運づくりに力を注ぐことが考えられます。この点は「認識」の項目で触れた活動（特に賞の授与）や「ネットワーク化」の項目で触れた活動（メディアの役割）などともリンクさせることができます。さらには、ボランティアの有能さとプロ意識を強調します。ボランティア活動（たとえば献血、識字キャンペーン、身近な環境の改善）によって社会に生じる利益に重点を置くこともできるでしょう。 

プロセス 

１１．ＵＮＶは、その権限と国連総会決議、およびボランティア概念と活動を促進する上でＵＮＶが果たす役割に関してＵＮＤＰ執行理事会が行う決定に従って、短期的には2001年ボランティア国際年についてのアイディアの共有を引き続き促し、ボランティア国際年に関する情報をさらに求める加盟国を支援します。ＵＮＶはまた、国際的に大きな問題を抱えた分野において、国連システム全体と実践的な協力形態を発展させるために、また個々の国連機関がどのボランティア活動分野については自らの権限や計画に従って取り組むことを望んでいるかを明らかにするために、引き続き各機関と緊密に連携します。ボランティア活動に関する国レベルでの基準データと、ボランティア国際年の評価やフォローアップの手続きを確立するために作業を行います。以上述べたすべての点において、ＵＮＶはＥＣＯＳＯＣが作成した将来の国際年に関するガイドラインを尊重し、一方で過去の国際年の経験を生かします。 

１２．国連システムにおいて、ボランティア国際年はConsultative Committee on Programme and Operational Questions（計画実施問題諮問委員会）などの国連機関間フォーラムで議題となり、その中では駐在調整官が持つ将来の役割といった問題が討議されるでしょう。たとえば国連機関は、国連機関のプログラムで活動するボランティアに対し、地域のボランティアグループと連携して、ボランティア精神に関する議論を深めるよう助言することや、ボランティアグループへの技術面・経営面でのアドバイスという形で支援を提供できる分野や、そのようなグループとの協力関係を強める分野を検討したり、国連機関の介在によってボランティア活動が拡大する環境を創り出す方法（ボランティアも国連機関の計画立案、実施に参加するなど）を追求することを提案しています。このような考えやその他のアイディアは、国連の主要刊行物が、自発的活動およびボランティアが終わりなき人間の発展にいかに貢献しているかを取り上げることによって、浸透するでしょう。 

１３．ボランティア国際年を提案、または支持した中心的国際ＮＧＯのいくつかは、ＵＮＶとともに、地球規模でのボランティア国際年推進計画を調整するために、緩やかで柔軟な機構を組織するでしょう。一方でＵＮＶと緊密に提携している二国間ボランティア派遣機関、たとえば日本国際協力事業団（ＪＩＣＡ）の青年海外協力隊事務局、フィリピン国家ボランティアサービス調整機関、米国の平和部隊、ドイツ開発サービス（ＤＥＤ）、ガーナの国家サービス事務局は、それぞれ国内で指導的な役割を果たすでしょう。国がボランティア国際年を準備する際に考えられる方法の一つは、ボランティア国際年の目的と活動や進行状況の調査・評価方法についての手引きとして、簡単で安価な冊子を作成し、学校や大学、市民組織に広めることです。もう一つは１２月５日の国際ボランティアの日を組織する団体や委員会が、ある国にすでに存在していればこれを強化し、なければ設立することです。これはボランティア国際年に向けてどのような行動をとればよいかを明確にするためであり、それによって各国でのボランティア精神についての視野が広がり、社会のすべての部門にまで行き渡るからです。2001年ボランティア国際年はすでにインターネット上で公表されており(http://www/unv/org)、参加の幅を広げるためにディスカッション・グループが設けられると考えられます。 

１４．要約すると、2001年ボランティア国際年を支持している多くの人々は、ボランティア活動が先進国や発展途上国、市場経済システムへの移行段階にある国において、現在よりもさらに効果を発揮することが可能だと信じています。すでに積極的な反応を示している多くのグループや組織も、この目的のために、ボランティアの創造性と意欲を全面的に活用しようとする制度的環境が必要だと信じています。それによって、国連の職務がより「人間の顔」を持つようになり、平和的共存が推進されることでしょう。新しい世紀と千年紀が開幕する年は、過去に達成したことを検証し、ボランティア活動に新鮮な追い風を与えるのに最も幸先の良い時となるでしょう。 
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